
 
経営発達支援計画の概要 

 

実施者名 

（法人番号） 

道志村商工会（法人番号 9090005003329） 

道志村   （地方公共団体コード 194221） 

実施期間 令和 6年 4月 1日 ～ 令和 11年 3月 31 日 

目標 

【目標①】 

小規模事業者の事業計画の策定およびフォローアップを行い、持続的な

発展を支援する。 

【目標②】 

小規模事業者の地域資源を活用した取り組みを支援することで、地域の

新たな魅力・価値を創出する。 

【目標③】 

小規模事業者の IT 利活用による販路開拓、業務効率化を支援すること

で、地域に新たな活力を創出する。 

【目標④】 

上記を実現するために、小規模事業者との対話と傾聴を通じて、個々の

課題を設定した上で、地域経済を支える小規模事業者の力を引き出し、

地域全体での持続的発展の取組を図る。 

事業内容 

３．地域の経済動向調査に関すること 

①地域の経済動向調査 

②山梨県商工会連合会と共同で実施する経済動向調査 

４．需要動向調査に関すること 

①体験メニュー開発の調査 

②店頭アンケート調査 

５．経営状況の分析に関すること 

①経営分析を行う事業者の掘り起こし 

②BIZ ミル等の活用による経営分析 

③分析結果の活用 

６．事業計画策定支援に関すること 

①個別相談会開催による事業計画策定の支援 

②DX 啓蒙 DX 推進セミナーの開催 

７．事業計画策定後の実施支援に関すること 

①策定後 2年間伴走型によるフォローアップの実施 

８．新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること 

①農商工連携マッチングフェアの出展支援 

②IT 活用セミナーの開催 

連絡先 

道志村商工会 事務局 

〒402-0211 山梨県南都留郡道志村 6894-4 

TEL：0554-52-2353 FAX:0554-52-2683 

E-mail: doshi@shokokai-yamanashi.or.jp 

 

道志村 産業振興課 

〒402-0209 山梨県南都留郡道志村 6181-1 

TEL：0554-52-2114 FAX：0554-52-2574 

E-mail：kanko@vill.doshi.lg.jp 
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・歴史的な背景による強み（弱み） 

○強み 

本村は、明治 30 年に横浜市が道志川の水を上水道に用いたことを契機とした「横浜市と道

志村の友好・交流に関する協定書」ならびに「横浜市民ふるさと村に関する覚書」が、平成 16

年に締結されたことにより経済・文化・人との交流が深い。 

また、平成 21 年に村制施行 120 周年を迎え、記念式典に合わせ「水源の里子ども環境サミッ

ト」を同時開催した。その後も、平成 22 年に「第 1 回源流サミット」を開催するなど全国各

地の市町村との交流を深めている。 

・横浜市の水道局水源林管理所があり、道志川が横浜市の水源であるという意識が高い。 

・体験学習で横浜市立の小中学校を受け入れており、村内の宿泊施設の利用度が高い。 

 

○弱み 

・郷土の歴史や文化財が観光資源として活かされていない。 

・少子高齢化により、民俗文化の後継者が不足している。 

 

・交通網に関する強み（弱み） 

○強み 

山梨県富士吉田市から神奈川県相模原市に至る国道 413 号線により、首都圏からのアクセ

スも良く、平成 11年にオープンした「道の駅どうし」や平成 25年の富士山世界文化遺産登録

を期に交通量が大きく増加している。 

 

○弱み 

公共交通機関がバスしかなく、冬季には路面が凍結するなど交通インフラが脆弱である。 

 

・人口に関する強み（弱み） 

○強み 

人口が少ない故に行政との距離が近く、郷土愛が強く村民同士が家族的関係にある。 

 

○弱み 

県内 7位の高齢化率 41.3％であり、少子高齢化が進み人口が減少している。 

 

・産業に関する強み（弱み） 

○強み 

本村の観光入込客数は、平成 28 年度に 1,162,391 人と統計開始から最多数となり、その後

も多くの観光客が来村している。令和に入り新型コロナウイルス感染の影響で客足が減少、令

和 2 年度は 694,802 人で 100 万人を大きく下回った。令和 4 年度には 999,476 人と徐々に増

加してきている。（出典：道志村データ） 

商工会が観光協会や行政、住民と一緒に、地域資源を活用した観光振興に取り組んでいる。 

・製造業の特徴は、機械製造企業及び樹脂部品加工製造業が多い。 

・建設業の特徴は、土木業、木造建築業、大工業が多い。 

・観光・サービス業の特徴は、キャンプ場が多い。 

 

○弱み 

事業者の高齢化及び人手不足により、要産業の観光・サービス業である飲食と宿泊業（民宿

や旅館）の事業者数や従業員数が減少した。 

   ・製造業は、村外に主要取引先としていて内需力が弱い。 

・建設業は、公共工事の減少傾向により受注高が低下している。 

・商業は、村内に大規模店はないため、村外に買い物に行ってしまう。 
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・地域の名産品、地域資源に関する強み（弱み） 

○強み 

森林、河川、温泉など観光資源が豊富である。平成 11年に開業した、「道の駅どうし」の影

響もあり、地元産の野菜等を求め多くの来客があり、クレソン、ミネラルウォーター、ヤマメ、

そば等など特産物が豊富で品質も良い。観光案内や特産物の販売拠点となっている。 

 

○弱み 

・特産品、観光サービスが競合する他地域との差別化が図れていない。 

・特産品に関しては生産量が少なく、季節変動等取扱量が限定的である。 

 

③道志村商工会の役割 

○これまでの取り組み 

当会は、昭和 47 年 5 月の創立以来、現在に至るまで、一貫して経営改善普及事業に基づく、

経営、税務、金融、労務等の個別指導を通じて地域商工業者のよき相談相手として、地域の小

規模事業支援機関としての役割を果たしてきた。 

また、地域基盤と公共性を持つ組織を活かし、地区内における商工業者を総合的にサポートし

てきた。会員の意見を集約し、行政等関係機関等へ陳情・要望し、地域振興の発展に努めると

いう、地域の総合経済団体としての役割を担ってきた。特に、観光振興については、道志村ト

イルレース、ホタル祭りを道志村観光協会や行政と連携して、地域資源の発掘や観光客誘致

に結びつけるイベントを行い総合経済団体としての役割を担ってきた。 

     

   ○商工業の現状 

    村内には大規模店はなく、日用品を扱う小規模な店舗が各地域に点在している。商業統計で

の従業員数、商品販売額では、平成 11 年の「道の駅どうし」の開業を機に大きな伸びを示し

ており、近年ではコンビニエンスストアの撤退や「道の駅どうし」の売上の伸び悩みなどによ

り商品販売額は減少している。 

    一方、工業では、機械製造業などの企業を中心に、村内の経済活動の活性化、雇用確保の一

端が担われてきました。 

しかしながら、近年では、工場の海外シフトなどに伴い競争が激しくなっており、本村の企業

数、従業員数、製造品出荷額は減少傾向にある。 

 

  ○商工業の課題 

    商業は、村民アンケート調査の「どこで買い物をしますか」との設問によると、村内での買

い物はおよそ 1 割程度であり、大型店がないためかほとんどの住民が近隣市町を利用する傾

向が強くなっている。今後は、地域住民、観光客を顧客対象にした新たな商業活動の展開が必

要とされている。 

    工業においては、村内既存企業のさらなる経営基盤の強化と人材の確保、優良な雇用機会の

創出による雇用の拡大が求められている。 

 

  ○施策の方向 

   （１）商業の振興 

     村内での消費行動を促進するため、村との連携強化により各店舗の経営強化に努め、商業

経営の効率化、安定化や消費者ニーズに応える商業活動の促進を支援する。 

    また、野菜や特産品の販売では、農林業、観光とも連携しながら地元商店、道の駅どうしな

ど各施設を中心とした販売網を整備し、国道 413 号線を利用する観光客などへの販売活動

を促進する。 
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（２）工業の振興 

村と連携を図り、経営基盤の強化・経営安定化等に取り組むとともに、新たな産業の創出

を推進する。また、農産物、林産物、水産物のブランド化を図り、新たな特産品、地場産品

の開発を通じて地域経済の振興を推進する。この他、道志村と縁のある企業等と協定を締結

し、村出身者、移住希望者を優先的に雇用してもらう環境の整備を推進する。 

 

  ○主要な支援 

   ①消費者ニーズに応える商業活動の促進・支援 

   ②工業の育成・支援 

   ③建設業の育成・支援 

   ④新しい産業の育成・支援 

 

○今後、商工会に求められている役割（機能）等 

  道志村は、「道志村総合計画」（2016～2025）を策定し、地域経済の活力を取り戻すため、①

消費者ニーズに応える商業活動の促進・支援 ②商業施設の充実 ③新規事業の創業支援 ④工

業の育成支援 ⑤建設業の育成・支援 ⑥新しい産業の育成・支援を定め、地域住民、観光客を

対象にした新たな商業活動の展開を図る施策を掲げている。 

当会においても、地域の総合経済団体として、村民の熱意に応え、恵まれた自然環境や貴重

な伝統的文化と神奈川県横浜市との歴史的関係を活かし、日帰り温泉施設や道の駅などにより

観光客が近年増加している流れを、地域の活力の回復に努める事が期待されている。 

また、当会は、小規模事業者の支援機関として、従来の経営改善普及事業に基づく個別指導は

もとより、道志村はじめ県商工会連合会、関係機関と連携して、事業者自らが需要にあった新

たな特産品やサービスを開発して売上増加に繋げ経営が持続的発展できるような伴走型の支

援機能が求められている。 

 

（２）地域における小規模事業者の長期的な振興の在り方 

  10 年後の企業や地域の在るべき姿 

 

①地域企業の減少に歯止めをかける。 

  ・既存の小規模事業者が持続的発展を遂げている。 

  ・技術承継や事業承継を円滑に進め、後継者不足による廃業が最小限である。 

  ・地域内での創業が増え、長きにわたって継続している。 

 

②経営の抜本的な見直しを行う。 

  ・脱公共工事等の事業構造の転換や製品の高付加価値等の経営革新を行う企業が増えている。 

・観光振興や交流人口の増加を狙い、地域小規模事業者への波及効果をもたらす。 

 
（３）当商工会における経営発達支援事業の目標 

  【目標①】小規模事業者の事業計画の策定およびフォローアップを行い、持続的な発展を支

援する。 

【目標②】小規模事業者の地域資源を活用した取り組みを支援することで、地域の新たな魅

力・価値を創出する。 

【目標③】小規模事業者の IT 利活用による販路開拓、業務効率化を支援することで、地域

に新たな活力を創出する。 

【目標④】上記を実現するために、小規模事業者との対話と傾聴を通じて、個々の課題を設

定した上で、地域経済を支える小規模事業者の力を引き出し、地域全体での持続

的発展の取組を図る。 
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経営発達支援事業の内容及び実施期間 

２．経営発達支援事業の実施期間、目標の達成方針 

 

（１）経営発達支援事業の実施期間 

（令和 6年 4月 1日～令和 11年 3月 31 日） 

 

（２）目標の達成に向けた方針 

  ①小規模事業者の自立的な経営力強化による事業継続を実現 

    激変する環境変化に対応し、業務改善を図っていく上で、財務データ等から見える表面的な

経営課題だけでなく、事業者との対話と傾聴を通じて経営の本質的な課題を事業者自らが認識

することに重点を置き、本質的課題を反映させた事業計画策定の支援およびフォローアップを

行う。 

また、将来的な自走化を目指し、多様な課題解決ツールの活用提案を行 ながら、事業者が深

い納得感と当事者意識を持ち、自らが事業計画を実行していくための支援を行う。 

 

②道志村産業等地域資源の魅力を活かし、地域の賑わいづくり推進 

  地域特産品・サービスの開発・改善を支援し、IT 技術を利用した提供方法の推進や道志村

の施設を活用した販路開拓の支援等を通して、域外需要を呼び込める魅力あふれる地域づくり

に貢献する。 

 

③小規模事業者の経営力強化を図るための DX や IT 利活用の推進 

DX に関する意識の醸成や基礎知識を習得させること、実際に DX に向けた IT ツールの導入

や Web サイト構築等の取組を推進していくことを目的に IT 関連セミナーを開催する。また、

セミナーを受講した事業者のなかで、取組意欲の高い事業者に対しては、経営指導員による支

援や IT 専門家派遣を実施する。 

さらに、IT を活用した販路拡大を志向する事業者に対しては、売上拡大が実現するまで伴走

型で支援を実施する。 

これらの支援を実現するため、経営指導員が DX や IT 利活用に関する資質向上を行い、実行力

を向上させる。 

 

④小規模事業者の課題解決に向けた経営者や従業員への自己変革の情勢 

小規模事業者との対話と傾聴を通じて、個々の課題を設定した上で、地域経済を支える小規

模事業者の力を引き出し、地域全体での持続的発展の取組みへ繋げる。 

  人口減少社会において地域経済の維持、持続的発展に取組む上で、地域を支える個々の小規 

模事業者への経営課題の設定から課題解決の伴走において、経営者や従業員力を引き出すこと

により、地域全体での課題に向き合い、自己変革していく気運を醸成する。 

 

Ⅰ．経営発達支援事業の内容 

 

３．地域の経済動向調査に関すること 

 

（１）現状と課題 

【現状】 

    村内には大規模店はなく、食料品・日用品を扱う小規模な店舗が各地域に点在している

が、全体的に食料品・日用品を購入できる店舗は少なく、今後もさらなる減少が見込まれて

村民の高齢化に伴い買い物の不便さが増すことが予想される。 
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（別表２） 

経営発達支援事業の実施体制 

経営発達支援事業の実施体制 

（令和 5年 11 月現在） 

 

（１）実施体制（商工会又は商工会議所の経営発達支援事業実施に係る体制/関係市町村の経営発達

支援事業実施に係る体制/商工会又は商工会議所と関係市町村の共同体制/経営指導員の関与体

制 等） 

 

 

 

 

 

 

（２）商工会及商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律第 7 条第 5 項に規定する経営指

導員による情報の提供及び助言に係る実施体制 

 

  ①法定経営指導員の氏名、連絡先 

   ■：松野谷 寿隆   

   ■：道志村商工会（TEL：0554-52-2353） 

 

  ②法定経営指導員による情報提供及び助言 

    経営発達支援事業の実施・実施に係る指導及び助言、目標達成に向けた進捗管理、事業の評

価・見直しをする際の必要な情報の提供等を行う。 

    当計画の法定経営指導員については、１指導員体制商工会の理由により、1名の配置を行う

こととする。 

 

（３）商工会/商工会議所、関係市町村連絡先 

   ①商工会/商工会議所 

〒402-0211 山梨県南都留郡道志村 6894-4 

       道志村商工会 事務局 

TEL：0554-52-2353 ／ FAX：0554-52-2683 

          E-mail:doshi@shokokai-yamanashi.or.jp 

   ②関係市町村 

〒402-0209 山梨県南都留郡道志村 6181-1 

道志村 産業振興課 

          TEL：0554-52-2114 ／ FAX：0554-52-2574 

E-mail：kanko@vill.doshi.lg.jp 

 

事務局 

経営指導員 1名 

経営支援員 1名 

道志村 

産業振興課 
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（別表３） 

 経営発達支援事業の実施に必要な資金の額及びその調達方法 

（単位：千円） 

 
R6 年度 
(R6 年 

4 月以降) 

R7 

年度 

R8 

年度 

R9 

年度 

R10 

年度 

必要な資金の額 1,200 1,200 1,200 1,200 1,200 

 

1. 地域の経済動向調査に関すること 

2. 需要動向調査に関すること 

3. 経営状況分析に関すること 

4. 事業計画策定支援に関すること 

5. 新たな需要の開拓に寄与する事業 

6. 事業の評価見直しに関すること 

7. 職員等の資質向上に関すること 

100 

100 

300 

300 

200 

100 

100 

100 

100 

300 

300 

200 

100 

100 

100 

100 

300 

300 

200 

100 

100 

100 

100 

300 

300 

200 

100 

100 

100 

100 

300 

300 

200 

100 

100 

（備考）必要な資金の額については、見込み額を記載すること。 

 

調達方法 

会費、手数料、国補助金、県補助金、村補助金、特別賦課金（受益者負担金）など 

（備考）調達方法については、想定される調達方法を記載すること。 



２０ 
 

（別表４） 

 経営発達支援計画を共同して作成する商工会又は商工会議所及び関係市町村以外の者を連携して経

営発達支援事業を実施する者とする場合の連携に関する事項 

連携して事業を実施する者の氏名又は名称及び住所 

並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

 

 

 

 

 

 

 

 

連携して実施する事業の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連携して事業を実施する者の役割 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連携体制図等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


